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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 (千円) 3,872,894 3,542,671 3,527,038 3,685,856 1,585,469

経常利益 (千円) 53,992 3,608 15,852 10,602 29,047

当期純利益 (千円) 55,350 3,178 15,846 10,534 28,883

持分法を適用した場合の投資利益
(千円)

― ― ― ― ―

資本金 (千円) 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000

発行済株式総数 (千株) 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

純資産額 (千円) 133,840 137,623 156,521 169,729 204,203

総資産額 (千円) 1,274,930 1,492,418 1,339,133 1,285,286 883,720

１株当たり純資産額 (円) 105.51 108.50 123.40 133.81 160.99

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額) (円)

― ― ― ― ―

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 43.64 2.50 12.49 8.31 22.77

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 (円)

― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.50 9.22 11.69 13.21 23.11

自己資本利益率 (％) 52.08 2.34 10.77 6.46 15.45

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動によるキャッシュ・フロー
(千円)

137,693 14,567 199,396 119,737 164,524

投資活動によるキャッシュ・フロー
(千円)

△36,798 △113,171 △12,683 △5,353 △40,255

財務活動によるキャッシュ・フロー
(千円)

△131,341 110,378 △139,900 △10,630 △48,275

現金及び現金同等物の期末残高
(千円)

89,024 100,798 147,610 251,364 327,358

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

56 56 53 54 50

(―) (―) (―) (―) (―)
 

(注) １．当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ていない。

２．第74期、第75期、第76期、第77期及び第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載していない。
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２ 【沿革】
　

年月 項目

1948年６月 資本金100万円をもって旭産業株式会社設立

 脱穀機籾摺機の生産開始

1957年９月 耕うん機の生産開始

1961年10月 株式を東京証券取引所第二部へ上場

1962年10月 工場を閉鎖し任意整理に入る

1965年６月 工場を再開し籾摺機、カッターの生産を再開

1970年４月 農機具製造を中止

 
サンデン株式会社（旧名三共電器株式会社）より受注の自動販売機、冷凍ショーケース等の組立を

開始

1972年３月 サンデン株式会社よりのカーエアコン取付部品の生産を開始

1975年４月 カーエアコン取付部品の組立工場完成

1985年12月 サンデン株式会社に第三者割当増資、同社の関連会社となる

1986年10月 機械工場の新築

1994年12月

 

シリンダブロックＳＤ－５（カーエアコン用コンプレッサ部品）加工ラインをサンデン株式会社よ

り移設

1998年10月 シリンダブロックＳＤ６Ｖ加工ライン新設

2003年７月 シリンダブロックＳＤ７Ｖ加工ラインをサンデン株式会社より移設

2008年６月 鋼板プーリ製造ラインを新設し生産を開始

2018年３月 ロータ加工及び組立ラインを株式会社三和より移設、ロータ一貫生産を開始
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３ 【事業の内容】

当社は子会社及び関連会社を有していない。

なお、当社は自動車部品等の製造販売を主な事業とするサンデン株式会社の関連会社であり、コンプレッサ部品と

カーエアコン取付部品を主力とする同社製品の部品加工を行っている他、その他製品販売を行っている。

事業の系統図は次の通りである。

 

 

４ 【関係会社の状況】

その他の関係会社は次の通りである。

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

関係内容

サンデン株式会社 群馬県伊勢崎市 21,741
自動車部品等の

製造販売

（被所有）

直接

31.1％

原材料の仕入、加

工 部 品 の 売 上 を

行っている。

設備賃借あり。

 

(注)　サンデン株式会社は有価証券報告書を提出している。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものである。

 
当社が属する自動車業界においては、電動化の進展や環境規制の強化等により事業構造の変化が進行中である。ま

た、原材料価格及びエネルギーコストの高止まりに加え、世界経済の動向や地政学的リスクの影響等により、先行き

不透明な経営環境が継続している。このような環境のもと、当社はカーエアコン用コンプレッサ部品の加工を主力事

業として、精密加工技術の高度化及び品質管理体制の強化を通じ、安定的な受注の確保と収益基盤の強化に努めてい

る。また、中長期的な事業環境の変化に対応するため、エンジン車部品製造の省力化を推進するとともに、当該技術

基盤を活用したＥＶ関連部品製造への展開を進め、生産工程の見直しや設備の内製化等により生産性向上及びコスト

競争力の強化に取り組んでいる。加えて当社は、事業基盤の強化及び持続可能な経営体制の構築に向け、事業継続力

強化計画を策定しており、さらには人材関連施策の推進も図っている。

なお今後の対処すべき課題としては、以下の点が挙げられる。

・電動化の進展に対応した事業構造の転換

・原材料価格及びエネルギーコストの変動に対応した収益体質の強化

・生産効率の向上及び省力化の推進による競争力の維持、向上

・安定的な受注の確保及び主要取引先への対応力の強化

当社は、これらの課題に対し適切に対応することで、事業基盤の強化及び持続的な成長の実現に取り組んで行く所

存である。

 
２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

地球温暖化による環境の変化は重要な社会的課題であり、自動車業界においても脱炭素社会の実現に向けた動きは

グローバルとなっている。当社は「ものづくり企業」であることから、事業活動による環境負荷への低減及び環境保

護活動並びに多様な人材が働ける職場環境整備に関係するリスクと機会を重要な経営課題と認識している。

 

(1) ガバナンス

　当社では品質環境委員会を設置している。品質環境委員会は全社的な組織として構成されており、環境保護活動

を含むサステナビリティ関連の課題について月に１回、審議及び検討を行う。また、その内容が取締役会に報告さ

れることで、取締役会がこれらの課題について監督を行う仕組みとなっている。

 

(2) 戦略

当社は事業活動に影響を及ぼすリスク及び機会の重要度を評価した結果、「人材の確保」を事業に大きく影響を

及ぼす可能性のある重要なリスク及び機会として判断した。このようなリスク及び機会に対し対策を講じることが

リスクの低減と機会の獲得に繋がるものと考えている。

・人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略

持続可能な社会への貢献と自らの発展を実現させるためには人材が重要であり、当社では人材教育及び育成体

制の確立並びに多様な人材が働ける職場環境の整備を目指し取り組みを行うこととしている。

 

(3) リスク管理

当社は各部門を含む全社的なリスクを総合的に洗い出し、方針の立案、施策の進捗状況管理、指導及び助言を行

う機関として品質環境委員会を設置している。品質環境委員会では検討されたサステナビリティ関連の課題につい

ても管理を行っている。

 

(4) 指標及び目標

　当社はサステナビリティに関する重要課題として、「製品・サービス」「環境」「人権・働きがい」の３分野を

特定しており、これらに関する取り組みを推進するため、ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）の理念に基

づいた目標設定を行っている。

人材の育成及び社内環境整備に関しては、従業員の心身の健康維持及び働きやすい職場環境の整備を重要な指標

と位置付けている。具体的には、年次有給休暇の取得促進、定期健康診断の実施、ストレスチェック制度の運用等

により、従業員の健康管理の充実を図っている。また、あらゆるハラスメントの防止を徹底するとともに、人権及
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び多様性を尊重し、高齢者及び障がい者の雇用促進に取り組んでいる。

さらに、当社は埼玉県より「多様な働き方実践企業（ゴールド）」の認定を受けており、加えて、一般事業主行

動計画の策定及び公表を行うとともに「健康経営優良法人2026（中小規模法人部門）」の認定を取得した。これら

の取り組みを通じ、多様な人材が能力を発揮できる職場環境の整備を推進している。

今後も、従業員のエンゲージメント向上及び持続的成長を支える組織基盤の強化を目的として、各種施策の継続

的な改善及び充実を図って行く方針である。

 

 
３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものが

ある。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものである。

 
(1) サンデン株式会社への依存について

当社はカーエアコン用コンプレッサ部品を主力製品として製造及び販売を行っており、売上高の約95％をサンデ

ン株式会社へ依存しているが、同社とは継続的かつ安定した取引関係にある。今後も更なる取引の拡大を推進する

と共にサンデン株式会社以外への販路拡大も図っていかなければならないが、同社の今後の生産及び販売動向等に

より、当社の業績が影響を受ける可能性がある。

 

(2) 製品の欠陥について

当社は得意先の品質管理基準に従って、全ての製品について欠陥が発生しないよう万全な品質保証体制の下に製

造を行っているが、将来的に当社に起因する問題が発生するおそれを完全に排除することはできない。当社責任の

問題が発生した場合には、多額のコスト増となり、当社の業績が影響を受ける可能性がある。

 

(3) 生産立地等について

当社の生産拠点は、第３「設備の状況」の２「主要な設備の状況」に記載のとおり１箇所のみであり、土地及び

機械装置の一部について賃借しているものがあるとともに、工場建物の一部には木造で老朽化の進んだ部分が存在

している。これらについては順次計画的な改善を進めているものの、将来的に当該設備への投資が業績に影響を及

ぼす可能性がある。また、自然災害や事故、法的問題その他の事由により生産活動が中断するリスクが存在してお

り、これらを完全に回避することは困難である。

当社は、こうしたリスクへの対応の一環として、「中小企業等経営強化法」第56条第１項に基づく事業継続力強

化計画の認定を受け、事業継続体制の整備及びリスク低減に向けた取り組みを推進している。しかしながら、これ

らの施策によってもすべてのリスクを完全に回避できるものではない。

 

 (4) 地政学リスク等について

国家間の緊張や紛争などの地政学的要因は、当社の事業に多様な影響を齎すリスクとして認識している。これに

より、原材料の高騰やサプライチェーンの混乱などに繋がり、当社の事業を一定期間にわたり継続できなくなる可

能性がある。当社事業への影響を最小限に抑えるべく同リスクを見据えた計画並びに体制維持の観点から対応を行

い、リスクを回避することが重要である。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況

の概要は次の通りである。

 
① 財政状態及び経営成績の状況

当事業年度における世界経済は、金融引き締め政策の継続及びインフレ圧力の長期化に加え、地政学的緊張の高

まりを背景としてエネルギー価格及び原材料価格の変動が続くなど、不透明な状況で推移した。我が国経済におい

ては、雇用・所得環境の改善を背景として緩やかな回復基調が見られるものの、物価上昇や海外経済の減速懸念等

により、先行き不透明な状況が継続している。当社が属する自動車業界においては、半導体供給の正常化により生

産活動の回復が見られる一方、電動化の進展や環境規制の強化等により事業環境は大きく変化しており、またエネ

ルギーコスト及び原材料価格の高止まりが収益に影響を及ぼしている。

こうした環境下において、当社はカーエアコン用コンプレッサ部品の加工を主力事業として事業活動を展開して

いる。加えて、中長期的な事業環境の変化への対応として、埼玉県が実施する「経営革新計画承認制度」に基づく

事業計画の承認（承認日：2026年３月28日）を受けており、エンジン車部品製造の省力化を通じたＥＶ関連部品製

造への対応を進めている。以上を踏まえた当社の財政状態及び経営成績の概要は、以下のとおりである。

当事業年度においては、主要取引先との契約における商流及び取引条件の見直しに伴い、同社の原材料提供方法

が変更され、期中より当該原材料を無償で受け入れる形となった。これにより当社では、棚卸資産の除却並びに仕

入債務に対する処理を行ったほか、当社が計上する売上高は、製品の加工に係る対価のみを処理することとなっ

た。

その理由から、当事業年度のコンプレッサ部品関係の売上高は前期比58.4％減の15億５百万円となった。また

カーエアコン取付部品関係の売上高は前期比43.0％増の2.6百万円、その他売上高は前期比13.5％増の77.7百万円で

あった。これらを合計した当事業年度の売上高は、前期比57.0％減の15億85百万円となった。これは主要材料の無

償提供が開始されたことによる影響であり、当社の生産活動や市場における競争力に影響を及ぼすものではない。

損益面では、材料費無償化により売上高は減少したものの、売上原価の低減が収益性の改善に繋がった結果、営

業利益26.3百万円 (前事業年度は営業利益10.6百万円)を創出できた。これに僅少ではあるが営業外収益もあり、結

果として当期純利益28.8百万円(前事業年度は当期純利益10.5百万円) の計上となるなど前年同期比で大幅に増加し

ており、事業構造の強化に貢献している。

財政状況については、事業年度末の総資産は８億83百万円（前期末比４億１百万円減少）と屈曲されたが、当期

純利益の計上により純資産は２億４百万円（前期末比34.4百万円増加）となった。また自己資本比率は前期末より

9.9ポイント増加し23.1％となった。今後も継続して安定的な財務体制を目指し活動を進める。

 
　② キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・フローで得ら

れた資金、投資活動で使用した資金、財務活動で使用された資金の差引により、前事業年度末に比べ75百万円増加

し、当事業年度末には３億27百万円となった。

また当事業年度中における各キャッシュ・フローは次の通りである。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動により得られた資金は、前年同期と比べて44百万円増加し１億64百万円となっ

た。これは主に売上債権の減少額３億16百万円、棚卸資産の減少額１億68百万円など並びに税引前当期純利益29

百万円と、仕入債務の減少額４億10百万円などによる収入と支出との差引によるものである。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は前年同期と比べて34百万円増加し40百万円となった。これ

は主に有形固定資産の取得による支出が増加したことなどによるものである。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果使用された資金は前年同期と比べて37百万円増加し48百万円となった。こ

れは主に長期借入金の借入れによる収入額１億円と、長期借入金の返済による支出額１億28百万円及びリース債
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務の返済による支出額19百万円などとの差引によるものである。
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③ 生産、受注及び販売の状況

当社はカーエアコン関連部品の製造を行う単一セグメントのため、生産、受注及び販売の実績については製品区

分別に記載している。

 
a. 生産実績

当事業年度の生産実績を製品区分別に示すと、次の通りである。
 

製品区分別
第78期

(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

前年同期比 (％)

コンプレッサ部品（千円） 1,427,917 39.6

カーエアコン取付部品（千円） 4,173 218.8

その他（千円） 42,988 154.1

合計（千円） 1,475,079 40.5
 

(注)　金額は販売価格によっている。
 
b. 受注状況

当事業年度の受注状況を製品区分別に示すと、次の通りである。
 

製品区分別 受注高 (千円) 前年同期比 (％) 受注残高 (千円) 前年同期比 (％)

コンプレッサ部品 1,312,018 37.2 57,281 22.9

カーエアコン取付部品 2,948 158.3 285 ―

その他 43,909 146.5 4,395 126.5

合計 1,358,876 38.1 61,962 24.4
 

 
c. 販売実績

当事業年度の販売実績を製品区分別に示すと、次の通りである。
 

製品区分別
第78期

(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

前年同期比 (％)

コンプレッサ部品（千円） 1,505,044 41.6

カーエアコン取付部品（千円） 2,663 143.0

その他（千円） 77,761 113.5

合計（千円） 1,585,469 43.0
 

(注)　最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下の通りであ
る。

 

相手先
第77期 第78期

金額（千円) 割合（％) 金額（千円) 割合（％)

サンデン株式会社 3,617,349 98.1 1,507,707 95.1
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次の通りである。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

 
①財政状態の分析

当社の当事業年度末における総資産は、主に売上債権及び棚卸資産など流動資産の大幅減少により前事業年度末

に比べ４億１百万円減少し８億83百万円となった。負債は主に仕入債務等の流動負債が減少したことで前事業年度

末に比べ４億36百万円減少し６億79百万円、純資産は当期純利益の計上により前事業年度末に比べて34.4百万円増

加し２億４百万円となった。なお総資産並びに負債の大幅減少となった主因は、主要取引先との商流及び取引条件

の見直しに伴うものである。また先述の当期純利益28.8百万円の計上により、剰余金が75百万円（前事業年度は46

百万円）とプラスとなった。これにより自己資本比率は23.1％と9.9ポイント上昇した。経営の安定化を図るため

には、継続した利益創出による財政強化の必要があると考える。

 
②経営成績の分析

当事業年度における当社の経営成績は、自動車生産の回復に伴い需要環境に改善の動きが見られたものの、原材

料価格及びエネルギーコストの高止まりが継続し、収益面に影響を及ぼした。

このような状況のもと、当社はカーエアコン用コンプレッサ部品の加工を中核事業として、精密加工技術の高度

化及び品質管理体制の強化を図るとともに、収益体質の改善に向けた各種施策を推進した。具体的には、生産工程

の見直しによる効率化、付帯設備の内製化によるコスト最適化、設備改善による生産性向上及び調達コストの見直

し等に取り組んだ。この結果、当事業年度の売上高は、前年同期比57.0％減の15億85百万円となった。これは、当

社製品の生産に用いる主要材料について無償提供が開始されたことに伴い、売上計上額が減少したことによるもの

である。なお生産数量は前年と同水準を維持している。

損益面においては、最低賃金の上昇に伴う労務費の増加や消耗部材価格の上昇が継続したものの、支出管理の徹

底及び材料無償化に伴う売上原価の低減効果により収益性は改善し、営業利益は26.3百万円となった。また、営業

外収益の計上により、当期純利益は28.8百万円（前事業年度は当期純利益10.5百万円）となった。以上のとおり、

当事業年度における売上高の大幅な減少は主として取引条件の変更に起因するものであり、当社の生産活動自体は

堅調に推移している。

今後の見通しについては、自動車業界において電動化及び省エネルギー化の進展が見込まれる中、当社は主力で

あるコンプレッサ部品の高精度加工技術を基盤として安定的な受注確保を図るとともに、内製化の推進による自動

化設備の開発を通じて、省力化及び生産性向上を進め、収益力の一層の強化に取り組んで行く方針である。一方

で、主要取引先の生産及び販売動向や世界経済の動向等が当社に与える影響については不確実性が高く、現時点に

おいて業績予想を合理的に算定することが困難な状況にある。

 
③キャッシュ・フローの状況の分析

当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動による資金の増加等により、３億27百万円（前

事業年度末は２億51百万円）となった。当社の資金状況については、今後の世界経済の動向や地政学的リスクの高

まり等により不確実性が存在することから、安定的な資金繰りの確保が重要な課題であると認識している。このた

め当社は資金需要の動向を踏まえ、金融機関との関係強化等を通じて機動的な資金調達体制の整備及び資金管理の

強化に努めている。当社では引き続き厳しい経営環境が見込まれる中、外部環境の変化に応じた適切な資金管理を

行うことで、財務基盤の安定化を図るとともに、持続的な成長及び企業価値の向上に取り組んで行く方針である。

 
④重要な会計方針及び見積り

財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されている。この財務諸表の作

成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見

積りは、主に賞与引当金及び退職給付引当金であり、継続して評価を行っている。
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５ 【重要な契約等】

該当事項はない。

 

６ 【研究開発活動】

特に記載すべき事項はない。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

特に記載すべき事項はない。

 
２ 【主要な設備の状況】

2026年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び構
築物
(千円)

機械、装置
及び運搬具
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

リース資産
(千円)

その他
(千円)

合計
(千円)

本社工場
（埼玉県本庄市）

製造、販売、管理業
務施設・設備

53,932 66,785
110,519
(13,962.9)
[6,526.4]

54,214 31,248 316,701 50

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウエアである。

２．土地、機械及び装置の一部を賃借しており、年間賃借料は5,099千円である。賃借している土地について

は、［面積㎡］で外書している。

３．現在休止中の主要な設備はない。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修は次の通りである。

(1) 重要な設備の新設

特に記載すべき事項はない。

 

(2) 重要な改修

特に記載すべき事項はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,920,000

計 1,920,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(2026年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2026年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,300,000 1,300,000 非上場
当社は単元株
制度を採用し
ていない。

計 1,300,000 1,300,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。

　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高 (千円)

2010年８月31日 ― 1,300,000 ― 96,000 △65,115 ―
 

(注)　資本準備金の減少は、会社法第448条第１項の規定に基づき、その他資本剰余金へ振替えたものである。

 

(5) 【所有者別状況】

2026年３月31日現在

区分
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取引

業者
その他の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数 (人) ― ― 12 7 ― 4 740 763

所有株式数

(株)
― ― 3,718 395,814 ― 81,100 819,368 1,300,000

発行済株式総

数に対する割

合 (％)

― ― 0.29 30.45 ― 6.24 63.03 100

 

(注) １．当社は単元株の制度を採用していない。

２．自己株式31,540株は「個人その他」に含めて記載している。
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(6) 【大株主の状況】

2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

サンデン株式会社 群馬県伊勢崎市寿町20番地 393 31.05

牛久保　尚志 埼玉県本庄市 267 21.08

牛久保　仁一 埼玉県本庄市 113 8.97

メルヴィン・ヴィルヒル 米国オハイオ州ヤングスタウン 80 6.31

浅見　道代 埼玉県本庄市 64 5.11

牛久保　郷子 埼玉県本庄市 33 2.68

大手　英一 群馬県安中市 28 2.25

牛久保　博一 埼玉県本庄市 15 1.23

高橋　徹 埼玉県本庄市 12 0.99

林　幸一 埼玉県本庄市 10 0.82

計 ― 1,020 80.48
 

(注) 上記の他、自己株式31千株がある。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式 (自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式 (その他) ― ― ―

完全議決権株式 (自己株式等) 普通株式 31,540
 

― ―

完全議決権株式 (その他) 普通株式 1,268,460
 

1,268,460 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,300,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,268,460 ―
 

(注)　「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式である。
　

② 【自己株式等】

2026年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数 (株)

他人名義所有株
式数 (株)

所有株式数の合
計 (株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

旭産業株式会社
埼玉県本庄市沼和
田948番地

31,540 ― 31,540 2.43

計 ― 31,540 ― 31,540 2.43
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 該当事項はない。
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はない。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はない。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はない。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数 (株)
処分価額の総額

(円)
株式数 (株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(―)

― ― ― ―

保有自己株式数 31,540 ― 31,540 ―
 

 

 
３ 【配当政策】

当社の配当政策は、現在の株主各位への配当を充実するとともに、将来の企業体質の強化及び安定的な利益確保の

ため、内部留保を充実することを基本としている。

また、期末配当の年１回の配当を行うこととしており、その決定機関は株主総会である。

以上のような基本的な考えであるが、今後とも厳しい経営環境が予測されるため遺憾ながら前期に引続き配当は無

配とした。

内部留保資金は、生産設備更新、老朽化建物の更新及び環境関連の設備投資を計画的に進めるための資金需要等に

備えるものである。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、事業環境の変化に対し迅速かつ的確に意思決定できる経営体制の確立と各部門への確実な展開及び経

営の健全性を高めるためのコンプライアンス体制の整備、強化により、公正な経営の実現を重要課題と考えてい

る。

 
②企業統治体制の概要及び当該体制を採用する理由

 1）企業統治体制の概要

（a）当社の機関の基本説明等

ａ．当社は監査役制度を採用しており、監査役２名を選任している。

ｂ．取締役４名を選任し、そのうちの１名が社外取締役である。

ｃ．当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、25,381千円である。

（b）経営管理体制

当社の経営管理体制は下記の通りである。
 

 

2）当該体制を採用する理由

当社は上記の通り、組織体系がフラットであることにより、取締役と各部門の責任者が日常的に業務の進捗や

様々な情報を共有することを可能としており、業務効率の向上と合わせて牽制機能も働いている。

 
③企業統治に関するその他の事項

　1）内部統制システムの整備の状況

役割を明確にするために組織を分割し、取締役とその組織の長で構成する経営会議及び経営に影響のある専門

的な事項についての会議を、それぞれ月１回開催している。また法令・国際ルール遵守を中心としたコンプライ

アンスについては、経営陣のみならず、全従業員が認識し実践することが重要と考える。この徹底のため、重要

なステークホルダーであるサンデン株式会社の制定したＳＴＱＭ ＳＡＮＤＥＮ ＷＡＹの考えかたを導入し、サ

ンデン株式会社との軌道を一つにしながら社内への展開を実施している。

 2）リスク管理体制の整備の状況

「事業等のリスク」に記載の通りのリスクが顕在化した場合には、経営トップの指揮の下、迅速かつ適切に対応

することとしている。

 
④責任限定契約の内容の概要

　当社は会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結している。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としてい

る。

EDINET提出書類

旭産業株式会社(E01566)

有価証券報告書

16/55



 

 
⑤取締役の定数及び任期

　当社の取締役は８名以内、任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする旨を定款に定めている。

 
⑥取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う旨、また、選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めて

いる。解任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨を定款に定めている。

 
⑦取締役会で決議できる株主総会決議事項

該当事項はない。

 
⑧株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨を定款に定

めている。

 
⑨取締役会の活動状況

　取締役会における具体的な検討内容として、当社の経営に関する基本方針、重要な業務執行に関する事　　

項、株主総会の決議により授権された事項の他、法令及び定款に定められた事項の決議並びに業務執行状況の報

告等である。

　　なお当事業年度において取締役会は５回開催しており、個々の取締役の出席状況は次の通りである。

氏名 開催回数 出席回数

牛久保　尚志 ５ ５

林　幸一 ５ ５

細田　孝 ５ ５

立川　嘉浩 ５ ３
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(2) 【役員の状況】

　　①役員一覧

男性６名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役社長

(代表取締役)
牛久保　尚志 1963年６月26日

1986年４月 サンデン（株）入社

1995年８月 当社入社、生産部課長

1998年６月 当社取締役

1998年10月 当社常務取締役

2001年６月 当社取締役社長（現任）

(注）１ 267

取締役

生産本部長
林　幸一 1955年11月25日

1980年３月 当社入社

2004年６月 当社生産技術部長

2007年６月 当社取締役生産技術部長

2008年12月 当社取締役生産本部長（現任）

(注）１ 10

取締役

生産本部　部長
細田　孝 1964年８月28日

1983年４月 当社入社

2017年６月 当社生産本部　部長

2020年６月 当社取締役生産本部　部長（現任）

(注）１ 8

取締役 立川　嘉浩 1962年８月７日

1985年４月 サンデン（株）入社

2015年６月 サンデンホールディングス（株）

製造本部副本部長

2017年６月 サンデンホールディングス（株）

執行役員　八斗島事業所長

2018年６月 当社取締役に就任（現任）

(注）１ ―

監査役 田島　利昭 1947年２月１日

1972年３月 当社入社

2004年６月 当社技術部長

2007年２月 当社技術部長退任

2007年６月 当社監査役（現任）

(注）２ 2

監査役 高橋　徹 1942年12月８日

1972年10月 当社入社

1991年10月 当社総務部長

1996年６月 当社取締役総務部長

2010年６月 当社監査役（現任）

(注）２ 12

 計  301
 

(注) １．2026年３月期に係る定時株主総会終結の時から２年間である。

２．2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から４年間である。

３．取締役立川嘉浩は、社外取締役である。

 

②社外役員の状況

　　当社の社外取締役１名は、関係会社であるサンデン株式会社の常務執行役員である。

　　なお、当社と同氏の間には人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はない。
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(3) 【監査の状況】

①内部監査及び監査役監査の状況

当社の監査役は２名（非常勤）であり、監査役は取締役会及び重要な会議への出席並びに業務及び財産の状況の

調査等を通じ、取締役の職務執行の状況を監査している。また、監査役に対し中間決算及び年度末決算等について

の会計帳簿や計算書類等の重要書類を随時提出し、適正な指導を受けている他、当社の監査公認会計士とのコミュ

ニケーションを通じ、妥当性等につき監査を行っている。なお当社には、内部監査部門が代表取締役以外に対し直

接報告を行う仕組みはない。

当事業年度内における当社の取締役会の開催状況及び監査役の出席状況等は次の通りである。

氏名 開催回数 出席回数 主な監査内容及び検討事項

田島　利昭 ５ ５  取締役の職務執行状況等の適格性

高橋　徹 ５ ５  中間決算及び年度末決算等の計算書類
 

 
②会計監査の状況

1) 会計監査については、下記の体制により監査を受けている。

監査業務を執行した公認会計士

氏名 継続監査年数

村田　克也 12

森山　謙一 12
 

 
2) 監査公認会計士等の選定方針と理由

当社は、監査公認会計士等の選定方法を特に定めていないが、公認会計士としての独立性、専門性、監査の

品質及び監査報酬等を総合的に勘案し選定しており、適正と判断している。

 
3) 監査役による監査公認会計士の評価

当社の監査役は、監査公認会計士に対し監査方法及び品質が相当であると評価している。

 
③監査報酬の内容等

1) 監査公認会計士等に対する報酬の内容
　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

4,000 ― 4,000 ―
 

 

2) 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ 1)を除く）

該当事項はない。

 
3) その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はない。

 

4) 監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

該当事項はない。

 

5) 監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、会計監査業務量等に基づき公認会計士との協議により決定す

ることとする。
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(4) 【役員の報酬等】

 該当事項はない。

 

(5) 【株式の保有状況】

 該当事項はない。

 

 
５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

当社は、「人材こそが競争力の源泉である」との認識のもと、多様な人材が最大限の能力を発揮できる職場環

境の整備を基本方針としている。

 
人材戦略においては、従業員一人ひとりのライフステージや価値観の多様化に対応した制度設計を重視してい

る。その一環として当社は、積立年次有給休暇制度を導入し、中高年層に対して将来の休業ニーズに備えるため

の長期的な就業継続を支援している。また、福利厚生サービス（ベネフィットサービス）を導入し、主に若年層

に対しては生活面での支援及び働きがいの向上を図っている。

これらの施策により、従業員の定着率向上及び労働意欲の向上を促進するとともに、世代間のバランスを踏ま

えた持続可能な人材基盤の構築に取り組んでいる。

また、従業員の給与（賞与を含む。）その他の給付の額及び内容については、職務内容、勤務成績、能力及び

経営状況等を総合的に勘案し、当社の規程に基づき適正に決定することとしている。

今後も、人的資本への投資を通じて、生産性の向上及び企業価値の向上につながる人材戦略を推進して行く所

存である。

 

 

(2) 【従業員の状況】

①提出会社の状況

2026年３月31日現在

従業員数 (人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 (円)
平均年間給与の対前事
業年度増減率 (％)

50 48才２ヶ月 15年４ヶ月 4,282,995 9.9
 

(注) １．従業員数は就業人員である。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

 

②労働組合の状況

当社従業員は労働組合を結成していない。従業員側は必要な都度代表者を選出して交渉に当っており、労使関

係は極めて平穏である。
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第５ 【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日ま

で）の財務諸表について、公認会計士　村田克也氏及び公認会計士　森山謙一氏により監査を受けた。

 

３．連結財務諸表について

当社は子会社がないので、連結財務諸表を作成していない。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 257,364 333,358

  売掛金 ※2  276,137 ※2  75,324

  電子記録債権 131,131 15,933

  製品 74,405 22,481

  仕掛品 41,932 18,238

  原材料 93,521 472

  貯蔵品 1,788 2,192

  前払費用 2,927 1,892

  未収入金 127 9,190

  その他 623 112

  流動資産合計 879,958 479,197

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 416,687 416,687

    減価償却累計額 △355,663 △364,618

    建物（純額） ※1  61,023 ※1  52,068

   構築物 16,019 16,019

    減価償却累計額 △13,684 △14,155

    構築物（純額） 2,334 1,863

   機械及び装置 1,311,642 1,305,597

    減価償却累計額 △1,234,661 △1,240,068

    機械及び装置（純額） ※1  76,980 ※1  65,529

   車両運搬具 11,080 10,121

    減価償却累計額 △10,827 △8,864

    車両運搬具（純額） 252 1,256

   工具、器具及び備品 86,219 117,774

    減価償却累計額 △80,011 △90,350

    工具、器具及び備品（純額） 6,207 27,423

   土地 ※1  110,519 ※1  110,519

   リース資産 402,195 392,655

    減価償却累計額 △329,756 △338,441

    リース資産（純額） 72,439 54,214

   有形固定資産合計 329,757 312,876

  無形固定資産   

   電話加入権 32 32

   ソフトウエア 4,868 3,825

   無形固定資産合計 4,900 3,857

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,632 23,049

   出資金 55 55

   事業保険掛金 54,356 63,673

   長期前払費用 1,526 961

   その他 100 50

   投資その他の資産合計 70,669 87,788

  固定資産合計 405,328 404,522

 資産合計 1,285,286 883,720

負債の部   

 流動負債   
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  買掛金 ※2  451,550 39,607

  電子記録債務 39,447 40,395

  短期借入金 60,000 60,000

  1年内返済予定の長期借入金 72,516 76,500

  リース債務 19,943 20,092

  未払金 15,837 10,320

  未払費用 14,090 17,393

  未払法人税等 530 530

  未払消費税等 14,161 25,511

  預り金 8,761 8,475

  前受収益 － 8,276

  賞与引当金 13,750 15,829

  流動負債合計 710,589 322,933

 固定負債   

  長期借入金 ※1  249,443 217,127

  リース債務 60,521 40,428

  繰延税金負債 3,816 6,643

  退職給付引当金 44,238 40,855

  役員退職慰労引当金 41,247 45,828

  資産除去債務 5,700 5,700

  固定負債合計 404,967 356,582

 負債合計 1,115,556 679,516

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 96,000 96,000

  資本剰余金   

   その他資本剰余金 21,000 21,000

   資本剰余金合計 21,000 21,000

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 46,981 75,865

   利益剰余金合計 46,981 75,865

  自己株式 △1,802 △1,802

  株主資本合計 162,180 191,063

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 7,549 13,140

  評価・換算差額等合計 7,549 13,140

 純資産合計 169,729 204,203

負債純資産合計 1,285,286 883,720
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

売上高 ※1  3,685,856 ※1  1,585,469

売上原価   

 製品期首棚卸高 95,066 74,405

 当期製品製造原価 ※1  3,595,174 ※1  1,435,229

 合計 3,690,240 1,509,634

 製品期末棚卸高 74,405 22,481

 製品売上原価 3,615,835 1,487,152

売上総利益 70,021 98,316

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 18,566 25,381

 給料及び手当 12,554 14,895

 賞与引当金繰入額 774 847

 法定福利費 4,995 5,430

 退職給付費用 452 583

 役員退職慰労引当金繰入額 4,581 4,581

 嘱託料 4,268 4,649

 減価償却費 420 658

 その他 12,738 14,920

 販売費及び一般管理費合計 59,352 71,945

営業利益 10,668 26,371

営業外収益   

 受取利息 16 167

 受取配当金 359 624

 受取補助金 3,500 －

 雑収入 2,084 8,678

 営業外収益合計 5,960 9,470

営業外費用   

 支払利息 5,362 6,229

 その他 665 564

 営業外費用合計 6,027 6,794

経常利益 10,602 29,047

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  462 ※2  366

 特別利益合計 462 366

税引前当期純利益 11,064 29,413

法人税、住民税及び事業税 530 530

法人税等合計 530 530

当期純利益 10,534 28,883
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【製造原価明細書】
　

  
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費  2,946,611 81.6 750,446 53.2

Ⅱ　労務費  287,316 8.0 283,061 20.1

Ⅲ　経費 ※１ 375,843 10.4 378,027 26.7

　　当期総製造費用  3,609,771 100.0 1,411,535 100.0

　　期首仕掛品たな卸高  27,335  41,932  

合計  3,637,107  1,453,468  

　　期末仕掛品たな卸高  41,932  18,238  

　　当期製品製造原価  3,595,174  1,435,229  
 

　（注）※１．経費のうち主要なものは次の通りである。

 

項目
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

外注加工費（千円） 104,184 74,251

業務委託費（千円） － 11,566

減価償却費（千円） 60,965 57,888

リース料（千円） 8,610 9,098

賃借料（千円） 4,989 4,957

消耗型代（千円） 4,512 9,956

消耗工具費（千円） 41,494 46,106

電力料（千円） 66,497 61,690

修繕費（千円） 24,172 35,695
 

 

（原価計算の方法）

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算である。
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)　

 (単位：千円)

 

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 96,000 21,000 21,000 36,447 36,447 △1,802 151,645 4,876 156,521

当期変動額          

当期純利益    10,534 10,534  10,534  10,534

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       2,673 2,673

当期変動額合計 － － － 10,534 10,534 － 10,534 2,673 13,208

当期末残高 96,000 21,000 21,000 46,981 46,981 △1,802 162,180 7,549 169,729
 

 

 当事業年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)　

 (単位：千円)

 

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 96,000 21,000 21,000 46,981 46,981 △1,802 162,180 7,549 169,729

当期変動額          

当期純利益    28,883 28,883  28,883  28,883

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       5,590 5,590

当期変動額合計 － － － 28,883 28,883 － 28,883 5,590 34,473

当期末残高 96,000 21,000 21,000 75,865 75,865 △1,802 191,063 13,140 204,203
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 11,064 29,413

 減価償却費 61,386 58,546

 賞与引当金の増減額（△は減少） 1,938 2,078

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,282 △3,382

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,581 4,581

 受取利息及び受取配当金 △376 △792

 支払利息 5,362 6,229

 売上債権の増減額（△は増加） 107,368 316,010

 棚卸資産の増減額（△は増加） 13,317 168,666

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 817 △7,793

 その他の投資の増減額（△は増加） △10,469 △8,752

 仕入債務の増減額（△は減少） △33,737 △410,994

 前受収益の増減額（△は減少） － 8,276

 未払金の増減額（△は減少） 6,603 △5,517

 未払消費税等の増減額（△は減少） △7,069 11,349

 未払費用の増減額（△は減少） △37,339 3,302

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △74 △285

 その他 △342 △316

 小計 125,312 170,620

 利息及び配当金の受取額 317 663

 利息の支払額 △5,362 △6,229

 法人税等の支払額 △530 △530

 営業活動によるキャッシュ・フロー 119,737 164,524

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 － △40,621

 有形固定資産の売却による収入 462 366

 無形固定資産の取得による支出 △5,216 －

 投資有価証券の取得による支出 △600 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,353 △40,255

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △46,640 －

 長期借入れによる収入 130,000 100,000

 長期借入金の返済による支出 △74,317 △128,332

 リース債務の返済による支出 △19,673 △19,943

 財務活動によるキャッシュ・フロー △10,630 △48,275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 103,754 75,994

現金及び現金同等物の期首残高 147,610 251,364

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  251,364 ※1  327,358
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【注記事項】

(重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

　

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品　……　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料　……　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料（有償受給分）　……　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

仕掛品　……　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品（有償受給分）　……　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

貯蔵品　……　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (リース資産を除く)

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物付属設備及び構築物については定額法）を採用している。

なお、主な耐用年数は以下の通りである。

建物　　　　　　５～40年

機械及び装置　　８～９年

(2) 無形固定資産 (リース資産を除く)

定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 
４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与に充当するため、支給見積額（支給対象期間に対応する額）を計上している。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

る。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を採用している。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上している。

 
５．重要な収益及び費用の計上基準

当社の主な事業は自動車部品等の製造販売であり、コンプレッサ部品やカーエアコン取付部品等の製造及び販売を

行っている。このような製品の販売については、製品を顧客に引渡した時点または顧客が検収した時点で収益を認識

している。

 
６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

 

EDINET提出書類

旭産業株式会社(E01566)

有価証券報告書

28/55



 

(会計方針の変更)

該当事項はない。

 
 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手の全てのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであ

る。

 
(2) 適用予定日

2028年３月期の期首から適用予定である。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中である。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りである。
　

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

土地 88,519千円 88,519千円

建物 48,230 40,499

機械及び装置 0 0

計 136,750 129,018
 

 
担保付債務は次の通りである。

　

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

長期借入金 13,384千円 ―千円

計 13,384 ―
 

 
※２　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたものの他次のものがある。
　

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

流動資産   

　売掛金 271,580千円 68,917千円

流動負債   

　買掛金 430,459 ―
 

 
３　当座借越契約に係る借入未実行残高等

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座借越契約を締結している。なお、事業年度末に

おける当座借越契約に係る借入未実行残高等は次の通りである。
　

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

当座借越極度額 330,000千円 330,000千円

借入実行残高 50,000 ―

差引額 280,000 330,000
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(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引に係るものが次の通り含まれている。

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

関係会社への売上高 3,617,349千円 1,507,707千円

関係会社からの材料仕入高 2,861,494 647,351
 

 
※２ 固定資産売却益の内訳は次の通りである。

　

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

機械及び装置 462千円 366千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度 (自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

　普通株式 1,300,000 ― ― 1,300,000

合計 1,300,000 ― ― 1,300,000

自己株式     

　普通株式 31,540 ― ― 31,540

合計 31,540 ― ― 31,540
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

配当金の支払いはない。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はない。

 

 
当事業年度 (自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

　普通株式 1,300,000 ― ― 1,300,000

合計 1,300,000 ― ― 1,300,000

自己株式     

　普通株式 31,540 ― ― 31,540

合計 31,540 ― ― 31,540
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

配当金の支払いはない。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はない。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

現金及び預金勘定 257,364千円 333,358千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,000 △6,000

現金及び現金同等物 251,364 327,358
 

 

 
　

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主として生産設備の機械及び装置である。

(イ)無形固定資産

ソフトウエアである。

②　リース資産の減価償却方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載の通りである。

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

設備投資等に対して必要な資金（主に銀行借入）を調達している。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されている。

有価証券はその他の有価証券であり、そのほとんどは業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されている。

営業債務である買掛金及び電子記録債務は、５ヶ月以内の支払期日である。

借入金は運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部は金利の変動リ

スクに晒されている。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク

営業債権のほとんどは主要株主であるサンデン株式会社との取引であり、情報の早期把握に努めてい

る。

②市場リスク

有価証券については時価や財務状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状態を判断してい

る。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

当社は、経理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動

性リスクを管理している。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがある。

(5) 信用リスクの集中

当社の当期事業年度末における売掛金のうち91.5％が特定の大口顧客（サンデン株式会社）に対するも

のである。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。

 
前事業年度（2025年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

その他有価証券 14,132 14,132 ―

資産計 14,132 14,132 ―

長期借入金 249,443 235,591 △13,851

負債計 249,443 235,591 △13,851
 

　
(注1)現金及び預金、売掛金及び電子記録債権、買掛金及び電子記録債務、短期借入金、１年以内返済予定の長
期借入金は、主に短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略してい
る。

(注2)市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りである。

 （単位：千円）

区分
前事業年度

(2025年３月31日)

非上場株式 500
 

これらについては、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フロ-を見積ることができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため「資産　投資有価証券」には含めていない。

(注3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがある。

 
当事業年度（2026年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

その他有価証券 22,549 22,549 ―

資産計 22,549 22,549 ―

長期借入金 217,127 213,774 △3,352

負債計 217,127 213,774 △3,352
 

　
(注1)現金及び預金、売掛金及び電子記録債権、買掛金及び電子記録債務、短期借入金、１年以内返済予定の長
期借入金は、主に短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略してい
る。

(注2)市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りである。

 （単位：千円）

区分
当事業年度

(2026年３月31日)

非上場株式 500
 

これらについては、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フロ-を見積ることができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため「資産　投資有価証券」には含めていない。

(注3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがある。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類している。
レベル１の時価:観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価:観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価:観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。

 
(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2025年３月31日）

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 14,132 ― ― 14,132

資産計 14,132 ― ― 14,132
 

 
当事業年度（2026年３月31日）

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 22,549 ― ― 22,549

資産計 22,549 ― ― 22,549
 

 
(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2025年３月31日）

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 235,591 ― 235,591

負債計 ― 235,591 ― 235,591
 

　

当事業年度（2026年３月31日）

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 213,774 ― 213,774

負債計 ― 213,774 ― 213,774
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(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資　産
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価している。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ
ベル１の時価に分類している。
負　債
社債、長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算
定しており、レベル２の時価に分類している。

 

 
４．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2025年３月31日）

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 257,364 ― ― ―

売掛金 276,137 ― ― ―

合計 533,502 ― ― ―
 

 

当事業年度（2026年３月31日）

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 333,358 ― ― ―

売掛金 75,324 ― ― ―

合計 408,683 ― ― ―
 

 

５．長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（2025年３月31日）

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 60,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 72,516 82,196 65,949 45,534 27,698 28,066

合計 132,516 82,196 65,949 45,534 27,698 28,066
 

 

当事業年度（2026年３月31日）

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 60,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 76,500 75,389 60,136 47,654 21,548 12,400

合計 136,500 75,389 60,136 47,654 21,548 12,400
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前事業年度（2025年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価 (千円) 差額 (千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

(1）株式 14,132 2,766 11,366

(2）債券 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 14,132 2,766 11,366

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1）株式 ― ― ―

(2）債券 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 14,132 2,766 11,366
 

(注)　非上場株式（貸借対照表計上額500千円）については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他

有価証券」には含めていない。
　

 
当事業年度（2026年３月31日）

　

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価 (千円) 差額 (千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

(1）株式 22,549 2,766 19,783

(2）債券 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 22,549 2,766 19,783

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1）株式 ― ― ―

(2）債券 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 22,549 2,766 19,783
 

(注)　非上場株式（貸借対照表計上額500千円）については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他

有価証券」には含めていない。
　

２．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はない。

 
当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はない。
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(退職給付関係)

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用している。

確定給付企業年金制度（積立型制度である。）及び中小企業退職金共済制度（積立型制度である。）では、給与

と勤務期間に基づいた一時金を支給している。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、

給与と勤務期間に基づいた一時金を支給している。

なお、当社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算している。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高（千円） 41,956

退職給付費用（千円） 11,347

退職給付の支払額（千円） 0

制度への拠出額（千円） △9,064

退職給付引当金の期末残高（千円） 44,238
 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務（千円） 153,329

年金資産（千円） △153,329

  

非積立型制度の退職給付債務（千円） 44,238

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 44,238

  
退職給付引当金（千円） 44,238

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 44,238
 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用（千円） 11,347
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当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用している。

確定給付企業年金制度（積立型制度である。）及び中小企業退職金共済制度（積立型制度である。）では、給与

と勤務期間に基づいた一時金を支給している。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、

給与と勤務期間に基づいた一時金を支給している。

なお、当社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算している。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高（千円） 44,238

退職給付費用（千円） 13,253

退職給付の支払額（千円） △8,259

制度への拠出額（千円） △8,376

退職給付引当金の期末残高（千円） 40,855
 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務（千円） 135,511

年金資産（千円） △135,511

  

非積立型制度の退職給付債務（千円） 40,855

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 40,855

  
退職給付引当金（千円） 40,855

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 40,855
 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用（千円） 13,253
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2025年３月31日)
 

当事業年度

(2026年３月31日)

（繰延税金資産）      
賞与引当金 4,617千円  5,450千円

繰越欠損金 (注)２ 16,033  4,578 
資産除去債務 1,914  1,962 
退職給付引当金 14,855  14,067 
役員退職慰労引当金 13,850  15,778 
減損損失 662  679 
その他 64  66 

繰延税金資産小計 51,997  42,581 
　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 (注)２ △16,033  △4,578 
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △35,964  △38,002 
評価性引当額小計 (注)１ △51,997  △42,581 
繰延税金資産合計 ―  ― 

      
（繰延税金負債）      

その他有価証券評価差額金 3,816  6,643  

繰延税金負債合計 3,816  6,643  
 

 
（注）１．評価性引当額が9,416千円減少している。この減少の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評価性

　　　　　引当金を認識したことに伴うものである。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（2025年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金（※
１）

― 5,610 ― 8,098 ― 2,324 16,033

評価性引当額 ― △5,610 ― △8,098 ― △2,324 △16,033

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額である。

当事業年度（2026年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金（※
１）

― ― 2,194 ― ― 2,383 4,578

評価性引当額 ― ― △2,194 ― ― △2,383 △4,578

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額である。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記

を省略している。

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要
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工場建物のアスベスト除去費用等である。

　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を35年と見積もっている。なお、当該工場建物については、既に使用見込期間を経過しているこ

とから、割引計算は行っていない。

　

ハ　当該資産除去債務の総額の増減
　

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

期首残高 5,700千円 5,700千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― ―

その他増減額 ― ―

期末残高 5,700 5,700
 

 
 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報等については、収益認識に関する会計基準等の対象となる収益に重

要性が乏しいため、記載を省略している。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当社は、カーエアコン関連部品の製造を行う単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

Ⅱ　当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

当社は、カーエアコン関連部品の製造を行う単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

【関連情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略している。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

   

顧客の名称又は氏名 売上高（千円) 関連するセグメント名

サンデン株式会社 3,617,349 カーエアコン関連部品の製造
 

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略している。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

   

顧客の名称又は氏名 売上高（千円) 関連するセグメント名

サンデン株式会社 1,507,707 カーエアコン関連部品の製造
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はない。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はない。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はない。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はない。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(ア)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有 (被所
有) 割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の

関係会社

サンデン株

式会社

群 馬 県

伊 勢 崎

市

21,741 製造業

(被所有)

直接

31.05％

同社より有償

支給された材

料を加工し同

社に売上げて

いる。また設

備の一部を賃

借している。

材料の仕入

(注)２
2,861,494 買掛金 430,459

製品の売上

(注)２
3,617,349 売掛金 271,580

 

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
２．取引条件は一般取引先と同様である。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有 (被所
有) 割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の

関係会社

サンデン株

式会社

群 馬 県

伊 勢 崎

市

21,741 製造業

(被所有)

直接

31.05％

同社より有償

支給された材

料を加工し同

社に売上げて

いる。また設

備の一部を賃

借している。

材料の仕入

(注)２
647,351 ― ―

製品の売上

(注)２
1,507,707 売掛金 68,917

 

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
２．取引条件は一般取引先と同様である。
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(イ)財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。）等

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有 (被所
有) 割合

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及び

その近親

者

牛久保尚志 ― ―
当社代表

取締役

(被所有)

直接

19.97％

―

当社銀行借入

金に対する債

務保証(注)１

224,787 ― ―

 

(注) １．当社は銀行借入金に対して代表取締役牛久保尚志氏より債務保証を受けている。なお、保証料の支払は行っ

ていない。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有 (被所
有) 割合

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及び

その近親

者

牛久保尚志 ― ―
当社代表

取締役

(被所有)

直接

21.08％

―

当社銀行借入

金に対する債

務保証(注)１

172,063 ― ―

 

(注) １．当社は銀行借入金に対して代表取締役牛久保尚志氏より債務保証を受けている。なお、保証料の支払は行っ

ていない。

 

 
 

(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

１株当たり純資産額 133円81銭 160円99銭

１株当たり当期純利益金額 ８円31銭 22円77銭
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

当期純利益金額（千円） 10,534 28,883

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 10,534 28,883

期中平均株式数（株） 1,268,460 1,268,460
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の１％以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により、有価証券明細

表の記載を省略している。

 

【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(千円)

当期末残高

(千円)

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

(千円)

当期償却額

(千円)

差引当期末残

高 (千円)

有形固定資産        

  建物 416,687 ― ― 416,687 364,618 8,954 52,068

  構築物 16,019 ― ― 16,019 14,155 470 1,863

　機械及び装置 1,311,642 7,755 13,800 1,305,597 1,240,068 19,206 65,529

 車両運搬具 11,080 1,311 2,270 10,121 8,864 306 1,256

 工具、器具及び備品 86,219 31,555 ― 117,774 90,350 10,339 27,423

  土地 110,519 ― ― 110,519 ― ― 110,519

　リース資産 402,195 ― 9,539 392,655 338,441 18,224 54,214

有形固定資産計 2,354,363 40,621 25,609 2,369,375 2,056,499 57,503 312,876

無形固定資産        

  電話加入権 ― ― ― 32 ― ― 32

 ソフトウエア ― ― ― 4,868 1,043 1,043 3,825

無形固定資産計 ― ― ― 4,900 1,043 1,043 3,857

長期前払費用 1,526 ― 564 961 ― ― 961
 

(注) １．当期増加額のうち主なものは、次の通りである。

工具、器具及び備品 ヒーターマウントリーク検査装置 10,880 千円

　　　　〃 メインボックスリーク検査装置 17,525  

機械及び装置 ＮＣ旋盤　ＭＤ１２０ 5,800  
 

２. 当期減少額のうち主なものは、次の通りである。

機械及び装置 プレス２００ｔ 12,800 千円

リース資産 ＣＡＤシステム 4,739  

　　　　〃 画像寸法測定器 4,800  
 

３．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略している。
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【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 60,000 60,000 2.026 ―

１年内返済予定の長期借入金 72,516 76,500 1.208 ―

１年内返済予定のリース債務 19,943 20,092 0.757 ―

長期借入金（１年内返済予定のものを除く。） 249,443 217,127 1.324 2027年～2032年

リース債務（１年内返済予定のものを除く。） 60,521 40,428 1.055 2028年～2030年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 462,423 414,148 ― ―
 

(注) １．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定は以下

の通りである。
 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 75,389 60,136 47,654 21,548

リース債務 20,247 14,897 4,008 1,275
 

 

【引当金明細表】
　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 13,750 15,829 13,750 ― 15,829

役員退職慰労引当金 41,247 4,581 ― ― 45,828
 

 
【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末におけ

る負債及び純資産の合計額の１％以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

いる。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  資産の部

イ．現金及び預金
　

区分 金額 (千円)

現金 248

預金  

  当座預金 193,426

  普通預金 133,684

  定期預金 6,000

小計 333,110

合計 333,358
 

 

ロ．売掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額 (千円)

サンデン㈱ 68,917

その他 6,407

合計 75,324
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

当期首残高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

当期末残高
(千円)

回収率 (％) 滞留期間(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

 

(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365
 

276,137 1,746,526 1,947,340 75,324 96.28 36.73
 

 

ハ．電子記録債権

相手先別内訳
 

相手先 金額 (千円)

アコス工業㈱ 15,933

合計 15,933
 

 
期日別内訳

 

期日 金額 (千円)

2026年４月 4,312

2026年５月 3,727

2026年６月 2,932

2026年７月 4,961

合計 15,933
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ニ．製品

品目 金額 (千円)

コンプレッサ部品 21,289

その他 1,191

合計 22,481
 

 

ホ．原材料
　

品目 金額 (千円)

原材料  

　コンプレッサ部品 184

　その他 288

小計 472

貯蔵品  

その他 2,192

小計 2,192

合計 2,665
 

 
ヘ．仕掛品

　

品目 金額 (千円)

コンプレッサ部品 17,587

その他 651

合計 18,238
 

 
ト．未収入金

　

相手先 金額 (千円)

コンプレッサ部品 8,670

その他 519

合計 9,190
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②  負債の部

イ．買掛金
　

相手先 金額 (千円)

岩瀬産業㈱ 6,318

㈱マエキ 6,263

㈲見田村製作所 4,201

㈲須永製作所 3,709

赤尾商事㈱ 2,632

その他 16,481

合計 39,607
 

 

ロ．電子記録債務

相手先別内訳
 

相手先 金額 (千円)

岩瀬産業㈱ 11,023

㈱マエキ 7,323

㈱キグレ・テクノ 4,690

㈱キーエンス 4,323

㈱大野木産業 3,174

その他 9,859

合計 40,395
 

 
期日別内訳

 

期日 金額 (千円)

2026年４月 5,096

2026年５月 15,606

2026年６月 19,692

合計 40,395
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ハ．未払金
　

相手先 金額 (千円)

バンプーパワートレーディング(同) 6,028

三菱電機メカトロニクスエンジニアリング㈱ 1,277

㈱ワールドメカニック 523

その他 2,489

合計 10,320
 

 

ニ．退職給付引当金
　

区分 金額 (千円)

未積立退職給付債務 40,855

合計 40,855
 

 

(3) 【その他】

該当事項はない。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株未満券　100株券　500株券　10,000株券　100,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株式制度の定めなし

株式の名義書換え  

 取扱場所 埼玉県本庄市沼和田948番地　旭産業株式会社

　株主名簿管理人 なし

　取次所 なし

　名義書換手数料 無料

　新券交付手数料 実費

単元未満株式の買取り  

　取扱場所 ―

　株主名簿管理人 ―

　取次所 ―

　買取手数料 ―

公告掲載方法 官報に掲載する

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではないため、金融商品取引法第24条の７第１項の適用はない。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第77期）(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月25日関東財務局長に提出。

 

(2) 半期報告書

第78期中（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）2025年12月23日関東財務局長に提出。

 

EDINET提出書類

旭産業株式会社(E01566)

有価証券報告書

52/55



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年６月16日
 

旭産業株式会社

取締役会 御中
 

 
 

村田克也公認会計士事務所

埼玉県熊谷市  
公 認 会 計 士  村田　克也  

 

 

森山謙一公認会計士事務所

埼玉県さいたま市  
公 認 会 計 士  森山　謙一  

 

 

監査意見

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る旭産業株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭産業株

式会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

私たちの責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私たちは、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私たち

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経

営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プ

ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

私たちの財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私たちはその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における私たちの責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は私たちが監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

私たちは、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、私たちが報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 
利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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